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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第２四半期連結
累計期間

第24期
第２四半期連結
累計期間

第23期
第２四半期連結
会計期間

第24期
第２四半期連結
会計期間

第23期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 62,883 53,945 31,617 26,053　 120,276

経常利益（百万円） 2,345 1,652 239 1,176　 2,258

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
1,043 1,020 △152 737　 707

純資産額（百万円） － － 30,246 29,457 28,652

総資産額（百万円） － － 57,155 50,322 52,080

１株当たり純資産額（円） － － 1,317.071,305.011,271.29

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

45.82 45.94 △6.70 33.18 31.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 52.5 57.6 54.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,116 5,195 － － 4,164

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,527 △801 － － △2,155

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△447 △423 － － △1,440

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 11,599 16,902 12,900

従業員数（人） － － 931 896 893

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

なお、第23期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 896[315]

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含んでおりま

す。）は、［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 65[2]

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、臨

時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。）は、［　］内に当第２四半期

会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日） 前年同四半期比（％）

生産高（百万円）

メモリ 3,737 71.9

ストレージ 13,250 85.6

ネットワーク 4,834 88.5

その他 4,285 102.8

合計 26,107 86.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日） 前年同四半期比（％）

販売高（百万円）

メモリ 4,183 66.3

ストレージ 12,609 82.3

ネットワーク 4,844 88.1

その他 4,416 98.6

合計 26,053 82.4

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ヤマダ電機㈱ 3,669 11.6 3,587 13.8

ダイワボウ情報システム㈱ 3,810 12.1 2,680 10.3

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に景気の底入れ感が見られるものの景気回復の進行や

持続力については依然不透明感が強い状況で推移しました。また、設備投資の手控え、雇用・賃金の抑制が続き、

個人消費も総じて弱い動きに終始しました。

　当社グループに関係の深いパソコン業界は、個人向け市場の伸び悩み、法人向け需要の低迷により国内パソコン

販売台数が前年対比で大きく落ち込み、これに関連する周辺機器市場も厳しい状況で推移しました。

　当社グループはこのような厳しい環境の中で、市場シェアを確保する一方で原価低減と経費削減に注力し、売上

高は260億53百万円と前年同期を17.6％下回る結果となりましたが、営業利益においては期初の計画を大幅に上

回ることができました。

　主要な製品別の状況は以下の通りです。

　メモリ製品では、パソコンのメモリ初期搭載容量の大容量化によるメモリモジュール追加購入需要の低迷が続

き、メモリモジュールの売上高は21億29百万円と前年同期を48.6％下回る結果となりました。

　USBメモリに代表されるフラッシュメモリ製品においては、懸命な販売努力により販売台数は増加しましたが、

海外からの低価格品流入が続く中で販売価格の低下を余儀なくされ、売上高は前年同期を5.3％下回る20億53百

万円となりました。

　ストレージ製品では、主力のハードディスク製品において販売台数を伸ばしましたが、販売価格の低下により売

上高は前年同期比13.1％減少し98億79百万円となりました。しかし、付加価値製品投入による販売価格低下の抑

制努力、ロスコストの低減が奏効し始め、利益面での改善が見られました。

　もうひとつの主力製品であるNAS（ネットワークハードディスク）製品は販売台数の減少と販売価格の低下が

響き売上高は前年同期比31.1％減少の27億29百万円となりました。

　ネットワーク製品は、国内無線LAN製品のシェアを維持したものの、売上高は前年同期比11.9％減少の48億44百

万円となりました。

　その他、デジタルホーム製品では、アナログＴＶ用地上デジタルチューナーが徐々に売上を伸ばし始めました。

また、総務省による「地上デジタル放送受信機器購入支援事業において無償給付するチューナー（30万台）」が

採択され、デジタルホーム市場における大きな足がかりを築くことができました。

　また、サプライ・アクセサリ製品はシェア拡大努力により、売上高は前年同期比5.2％伸張の21億24百万円とな

り利益面でも貢献しました。

　海外売上につきましては、海外市場での販売製品の絞込みを行い、製品ごとの利益を注視する方針に転換したこ

とにより売上高は前年同期比19.7％減少しました。

　これらにより、当第２四半期連結会計期間の売上高は260億53百万円（前年同四半期比17.6％減）、営業利益11

億25百万円（同456.5％増）、経常利益11億76百万円（同391.0％増）、四半期純利益７億37百万円（前年同四半

期は四半期純損失１億52百万円）となりました。
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［製品分類別連結売上高］

 

平成21年３月期

第２四半期連結会計期間　

 平成22年３月期

第２四半期連結会計期間　
前年同期増減比

（％）
 金額（百万円） 構成比（％）  金額（百万円） 構成比（％）

メモリ 4,144 13.1 2,129 8.2 △48.6

フラッシュメモリ 2,169 6.9 2,053 7.9 △5.3

ストレージ 11,363 35.9 9,879 37.9 △13.1

ＮＡＳ 3,960 12.5 2,729 10.5 △31.1

ネットワーク 5,499 17.4 4,844 18.6 △11.9

デジタルホーム 600 1.9 615 2.4 2.5

サプライ・アクセサリ 2,019 6.4 2,124 8.1 5.2

ＤＯＳ／Ｖパーツ 770 2.4 653 2.5 △15.2

液晶ディスプレイ 720 2.3 176 0.7 △75.6

サービス 270 0.9 676 2.6 150.4

その他 101 0.3 169 0.6 67.3

合計 31,617 100.0 26,053 100.0 △17.6

　

 

平成21年３月期

第２四半期連結累計期間　

 平成22年３月期

第２四半期連結累計期間　
前年同期増減比

（％）
 金額（百万円） 構成比（％）  金額（百万円） 構成比（％）

メモリ 8,964 14.3 4,744 8.8 △47.1

フラッシュメモリ 4,641 7.4 4,340 8.0 △6.5

ストレージ 20,930 33.3 20,013 37.1 △4.4

ＮＡＳ 7,455 11.9 5,691 10.6 △23.7

ネットワーク 10,813 17.2 9,733 18.0 △10.0

デジタルホーム 1,898 3.0 1,388 2.6 △26.9

サプライ・アクセサリ 4,172 6.6 4,387 8.1 5.2

ＤＯＳ／Ｖパーツ 1,635 2.6 1,542 2.9 △5.7

液晶ディスプレイ 1,145 1.8 511 0.9 △55.4

サービス 957 1.5 1,293 2.4 35.1

その他 267 0.4 299 0.6 12.0

合計 62,883 100.0 53,945 100.0 △14.2

　

所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。

①日本

　主力の株式会社バッファローは、個人市場の伸び悩み、法人向け需要の低迷により市場縮小と販売価格の低下が

全製品群に及び前年に比べ売上高が減少しましたが、在庫圧縮による評価損削減と経費節減が効を奏し営業利益

は大幅に増加しました。また、株式会社バッファローコクヨサプライによるサプライ・アクセサリ製品は市場

シェアを伸ばし売上高が増加しました。売上高は255億91百万円（前年同四半期比16.8％減）となり、営業利益は

10億99百万円（同510.9％増）となりました。　

②東南アジア

　巴比禄股?有限公司は前年第２四半期末に生産部門を閉鎖したことにより売上高が減少しました。売上高は33

億40百万円（同31.0％減）となり、営業利益は64百万円（同57.0％増）となりました。 

③北米

　販売製品の絞込みを行い、製品ごとの利益を注視する方針転換により売上高は前年に比べ減少しましたが、利益

面での改善が進みました。売上高は10億36百万円（同46.7％減）となり、営業利益は38百万円（同172.2％増）と

なりました。 

④欧州

　販売製品の絞込みを行いましたが、欧州各国への浸透が遅れ、売上高が前年に比べ大きく減少するとともに、赤

字幅が拡大しました。売上高は18億43百万円（同39.7％減）となり、営業損失89百万円（前年同四半期は営業損

失16百万円）となりました。　
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は169億２百万円となりました。

キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は56億20百万円（前年同四半期は11億84百万円の増加）となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益11億45百万円、たな卸資産の減少18億90百万円及び仕入債務の増加７億66百万円による

資金増加があり、加えて法人税等の還付14億66百万円を受けたことによるものです。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は１億5百万円（前年同四半期は18億95百万円の減少）となりました。これは主に、

有形・無形固定資産の取得による支出１億53百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は０百万円（前年同四半期は26百万円の減少）となりました。これは、単元未満株式

の買取による自己株式の取得によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、637百万円であります。なお、当第２四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,000,000

計 97,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

 提出日現在発行数（株）

（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,237,873 22,237,873

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株　

計 22,237,873 22,237,873 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　①　平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 100

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,735

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成22年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       2,735（注）１

資本組入額     1,368

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当

社グループ会社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位にあることを要す。ただし、当社または当社グルー

プ会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りではない。

②　新株予約権者の相続人は権利行使できないものとす

る。

③　その他の条件は、当社取締役会決議に基づき定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 

（注）１．新株予約権１個当りの払込金額は、次により決定される１株当りの払込金額に新株予約権１個あたりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とし、１株当りの払込金額は、平成17年６月１日から６月末日までの各日（取引が

成立しない日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗

じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当

該新株予約権発行の日の終値とする。なお、新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は

①の算式により、また時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除

く）を行う場合は②の算式によりそれぞれ払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

①　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

②　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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２．当社が消滅会社となる吸収合併を行う場合または新設合併を行う場合において、当社の株主総会で合併契約書

が承認されたときは、新株予約権を無償で消却することができる。また株式移転又は株式交換によって他社の

完全子会社となる場合においても、以下の条件に規定する新株予約権の継承がなされない場合、当社は新株予

約権を無償で消却することができる。

　当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となる場合、かかる株式交換または株式移転に

際し、付与対象者に対する新株予約権にかかる義務を、当該株式交換によって完全親会社または株式移転に

よって設立する完全親会社に継承させるものとする。ただし、かかる株式交換についての株式交換契約書にお

いてまたはかかる株式移転についての株主総会において、付与対象者に対する新株予約権にかかる義務の継承

に関する事項が以下の定めに沿って記載されまたは継承されることを条件とする。

(1）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

継承する新株予約権の目的となる株式の種類については、完全親会社の普通株式とし、その株式の数につ

いては、付与対象者に与えた株式の数（調整がなされた場合には調整後の株式の数）に、株式交換または

株式移転の際に当社普通株式１株に対して割当られる完全親会社株式の数（以下、「割当比率」という）

を乗じて計算し、１株未満の端数は切り捨てる。

(2）新株予約権の行使に際して払込をすべき金額

新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、次の算式により計算し、１円未満の端数は切り上げる。

　　承継後払込金額 ＝ 承継前払込金額 ×
１

割当比率
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　①　平成18年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,201

新株予約権の行使期間
平成21年４月１日から

平成23年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       3,201（注）１

資本組入額     1,601

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当

社グループ会社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位にあることを要す。ただし、当社または当社グルー

プ会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りではない。

②　新株予約権者の相続人は権利行使できないものとす

る。

③　その他の条件は、当社取締役会決議に基づき定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 

（注）１．新株予約権を割り当てる日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、その金額が新株予約権を割り当てる日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に

終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。なお、当社が当社普通株式

につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法

第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転

換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整され

るものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

　調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式

数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と

読み替える。さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記行使価額の調整を必要

とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整する

ことができる。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転（以下総称し

て「組織再編行為」という。）をする場合、合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社、吸収分

割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社、新設分割により設

立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は、株式移転により設立

する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の方針にて交付するものとす

る。ただし、下記の方針に沿う記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画の承認議案につき株主総会の承認を受けた場合に限るものとする。

(1）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。 

(2）各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下「承継後

株式数」という）とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

(3）新株予約権を行使することのできる期間

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約権の行

使期間の満了日までとする。 

(4）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備に関する事項

組織再編行為の条件に準じて、決定する。 

(5）各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

行使価額につき合理的な調整がなされた額に、承継後株式数を乗じた額とする。 

(6）その他の新株予約権の行使条件並びに新株予約権の取得事由

組織再編行為の条件に準じて、決定する。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成21年７月１日～

　

平成21年９月30日

－ 22,237,873 － 1,000 － 250
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(5) 【大株主の状況】

　

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

MAKIS HOLDING BV

（常任代理人　株式会社マキスエステー

ト）

（東京都千代田区永田町２丁目9-8） 8,839 39.75

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8-11 1,086 4.88

牧 誠 東京都千代田区 1,048 4.72

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人　日本マスタートラスト信託

銀行株式会社） 

（東京都港区浜松町２丁目11-３） 741 3.33

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19-17 671 3.02

財団法人メルコ学術振興財団 名古屋市中区大須4-11-50 500 2.25

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目8-11 473 2.12

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目2-2 419 1.88

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号　 305 1.37

ノムラ アセツト マネージメント ユー

ケー リミテツド サブアカウント エバー

グリーン ノミニーズ リミテツド

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行） 

（東京都千代田区丸の内２丁目7-1）

 
242 1.09

マキスホールディングビーブイ

（常任代理人　大和証券エスエムビーシー

株式会社）

（東京都千代田区丸の内１丁目9-1） 80 0.35

計 － 14,408 64.79

　（注）　上記株主の所有株式数には、信託業務または、株式保管業務に係る株式数が含まれている場合があります。
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      22,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  22,164,100 221,641 －

単元未満株式 普通株式      51,173 － －

発行済株式総数 22,237,873 － －

総株主の議決権 － 221,641 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社メルコホール

ディングス

名古屋市中区大須四

丁目11番50号
22,600 － 22,600 0.10

計 － 22,600 － 22,600 0.10

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,247 1,320 1,317 1,419 1,740 1,925

最低（円） 1,071 1,159 1,180 1,140 1,250 1,578

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人東海

会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,902 13,412

受取手形及び売掛金 15,506 18,690

商品及び製品 4,928 5,281

原材料及び貯蔵品 4,433 4,392

その他 2,077 4,616

貸倒引当金 △45 △47

流動資産合計 44,803 46,345

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,307

※1
 1,487

無形固定資産

のれん 109 130

その他 2,330 2,568

無形固定資産合計 2,439 2,699

投資その他の資産

その他 1,999 1,807

貸倒引当金 △227 △258

投資その他の資産合計 1,772 1,549

固定資産合計 5,519 5,735

資産合計 50,322 52,080

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,121 15,933

未払法人税等 280 96

役員賞与引当金 12 6

その他 3,393 5,430

流動負債合計 18,808 21,467

固定負債

退職給付引当金 747 631

役員退職慰労引当金 516 514

リサイクル費用引当金 158 219

その他 634 595

固定負債合計 2,057 1,960

負債合計 20,865 23,427
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 774 774

利益剰余金 27,453 26,810

自己株式 △57 △57

株主資本合計 29,170 28,527

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 76 5

繰延ヘッジ損益 8 0

為替換算調整勘定 △264 △290

評価・換算差額等合計 △179 △285

新株予約権 4 4

少数株主持分 461 405

純資産合計 29,457 28,652

負債純資産合計 50,322 52,080
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 62,883 53,945

売上原価 52,240 44,666

売上総利益 10,642 9,279

販売費及び一般管理費 ※1
 8,337

※1
 7,713

営業利益 2,305 1,565

営業外収益

受取利息 8 5

受取配当金 12 5

為替差益 － 125

その他 48 55

営業外収益合計 69 191

営業外費用

支払利息 2 0

デリバティブ評価損 － 79

その他 26 24

営業外費用合計 29 104

経常利益 2,345 1,652

特別利益

固定資産売却益 2 29

貸倒引当金戻入額 － 32

リサイクル費用引当金戻入額 － 73

受取補償金 10 －

過年度損益修正益 0 －

その他 3 －

特別利益合計 17 134

特別損失

固定資産売却損 2 0

固定資産除却損 － 30

貸倒引当金繰入額 265 －

子会社整理損 84 22

過年度損益修正損 4 40

その他 12 10

特別損失合計 369 105

税金等調整前四半期純利益 1,993 1,681

法人税、住民税及び事業税 328 304

法人税等調整額 530 300

法人税等合計 859 605

少数株主利益 90 56

四半期純利益 1,043 1,020
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 31,617 26,053

売上原価 27,619 21,151

売上総利益 3,997 4,902

販売費及び一般管理費 ※1
 3,795

※1
 3,777

営業利益 202 1,125

営業外収益

受取利息 2 2

為替差益 － 90

デリバティブ評価益 32 －

その他 25 35

営業外収益合計 61 127

営業外費用

支払利息 1 0

減価償却費 4 3

為替差損 6 －

デリバティブ評価損 － 57

その他 11 15

営業外費用合計 24 77

経常利益 239 1,176

特別利益

固定資産売却益 1 0

貸倒引当金戻入額 － 6

受取補償金 1 －

その他 0 －

特別利益合計 2 6

特別損失

固定資産売却損 2 0

固定資産除却損 － 25

子会社整理損 84 7

貸倒引当金繰入額 265 －

その他 12 3

特別損失合計 364 37

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△121 1,145

法人税、住民税及び事業税 65 205

法人税等調整額 △66 186

法人税等合計 △0 391

少数株主利益 30 16

四半期純利益又は四半期純損失（△） △152 737
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,993 1,681

減価償却費 513 586

のれん償却額 21 21

受取利息及び受取配当金 △20 △11

支払利息 2 0

売上債権の増減額（△は増加） 4,674 3,671

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,323 351

仕入債務の増減額（△は減少） 841 △1,333

未払金の増減額（△は減少） 426 △986

その他 △36 1,068

小計 4,092 5,051

利息及び配当金の受取額 20 11

利息の支払額 △2 △0

法人税等の支払額 △2,616 △1,333

法人税等の還付額 622 1,466

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,116 5,195

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,501 △1,000

定期預金の払戻による収入 － 512

有形固定資産の取得による支出 △274 △258

無形固定資産の取得による支出 △736 △129

投資有価証券の取得による支出 △33 △0

有形固定資産の売却による収入 － 152

その他 17 △77

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,527 △801

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △60 △45

配当金の支払額 △387 △377

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △447 △423

現金及び現金同等物に係る換算差額 30 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △828 4,002

現金及び現金同等物の期首残高 12,428 12,900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 11,599

※1
 16,902
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「デリバティブ評価損」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前

第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「デリバティブ評価損」は１百万円であります。

　前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、

特別利益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は３百万円であります。

　前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半

期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は12百万円であります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「有形固定資産の売却による収入」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「有

形固定資産の売却による収入」は19百万円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半

期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は12百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（リサイクル費用引当金）

　リサイクル費用引当金は、製品の出荷台数に一定の計数を乗じて計算しておりますが、将来発生する費用をより合理的

に見積もるため、過去の実績を踏まえ、第１四半期連結会計期間より計数の見直しを行っております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ６百万円増加し、税金等調整前四半期純利

益は80百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,904百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,061百万円であ

ります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 2,574百万円

退職給付費用 61百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

運賃 915百万円

広告宣伝費 732百万円

支払手数料 1,568百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円

役員賞与引当金繰入額 4百万円

給料・賞与 2,414百万円

退職給付費用 105百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

運賃 704百万円

広告宣伝費 543百万円

支払手数料 1,894百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 1,185百万円

退職給付費用 26百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円

運賃 425百万円

広告宣伝費 361百万円

支払手数料 795百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

給料・賞与 1,150百万円

退職給付費用 60百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

運賃 333百万円

広告宣伝費 264百万円

支払手数料 949百万円

役員賞与引当金繰入額 10百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日） （平成21年９月30日）

 （百万円）

現金及び預金勘定 13,111

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,511

現金及び現金同等物 11,599

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 17,902

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,000

現金及び現金同等物 16,902

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  22,237千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  22千株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　4百万円

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 377 17 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年10月26日

取締役会
普通株式 377 17　  平成21年９月30日 平成21年11月24日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

当社グループは、コンピュータ周辺機器の製造・販売を主事業としている専門メーカ－であり、当該事業の

売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益に占める割合が、いずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
26,625 462 1,922 2,60631,617 － 31,617

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,114 4,377 21 450 8,963 △8,963 －

計 30,739 4,840 1,944 3,05640,580△8,96331,617

営業利益

(又は営業損失△)
180 41 14 △16 219 △16 202

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
22,841 392 1,034 1,78526,053 － 26,053

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,749 2,948 2 57 5,758 △5,758 －

計 25,591 3,340 1,036 1,84331,812△5,75826,053

営業利益

(又は営業損失△)
1,099 64 38 △89 1,113 12 1,125

　

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
52,947 751 3,718 5,46762,883 － 62,883

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
7,459 8,193 28 926 16,608△16,608 －

計 60,406 8,944 3,747 6,39379,492△16,60862,883

営業利益

(又は営業損失△)
2,381 △10 △23 0 2,348 △42 2,305

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
46,528 673 2,495 4,24853,945 － 53,945

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,152 5,447 7 116 10,724△10,724 －

計 51,681 6,120 2,503 4,36564,669△10,72453,945

営業利益

(又は営業損失△)
1,510 78 45 △95 1,539 25 1,565

EDINET提出書類

株式会社メルコホールディングス(E02086)

四半期報告書

28/35



　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

東南アジア……台湾

北米……米国

欧州……英国、オランダ、アイルランド

　３．会計処理の方法の変更

　前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が、日本で218百万円増加しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2)に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、各セグメントの営業損益に与える影

響は軽微であります。

当第２四半期連結累計期間

　該当事項はありません。　

４．追加情報

前第２四半期連結累計期間

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社及び連結子会社は平成20年度の法人税法改正を契機に、資産の利用状

況等を見直しした結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、各セグメントの営業損

益に与える影響は軽微であります。

当第２四半期連結累計期間

（リサイクル費用引当金）
　リサイクル費用引当金は、製品の出荷台数に一定の計数を乗じて計算しておりますが、将来発生する費用を
より合理的に見積もるため、過去の実績を踏まえ、第１四半期連結会計期間より計数の見直しを行っており
ます。
　これにより、営業利益が日本で６百万円増加しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 1,240 1,922 2,606 5,769

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 31,617

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
3.92 6.08 8.24 18.25

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 1,810 1,034 1,785 4,630

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 26,053

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
6.95 4 6.85 17.77

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 2,200 3,718 5,467 11,386

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 62,883

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
3.50 5.91 8.69 18.11

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 3,007 2,495 4,248 9,751

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 53,945

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
5.57 4.63 7.88 18.08

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

アジア、オセアニア……香港、台湾、韓国、オーストラリア等

北米……米国、カナダ

欧州……英国、ドイツ、オーストリア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

株式会社メルコホールディングス(E02086)

四半期報告書

30/35



（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。　

　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,305.01円 １株当たり純資産額 1,271.29円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 45.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 45.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 1,043 1,020

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,043 1,020

期中平均株式数（千株） 22,767 22,215

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──── ────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

１株当たり四半期純利益金額 33.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △152 737

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△152 737

期中平均株式数（千株） 22,767 22,215

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──── ────

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　平成21年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………377百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………17円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年11月24日

　（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

株式会社メルコホールディングス

取締役会　御中

監査法人東海会計社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小島　興一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　久貴　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メルコホー

ルディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メルコホールディングス及び連結子会社の平成20年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社メルコホールディングス

取締役会　御中

監査法人東海会計社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小島　興一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　久貴　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メルコホー

ルディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メルコホールディングス及び連結子会社の平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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